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スチュワードシップ活動の基本的考え方 

 

当社は、将来にわたって保険金等を確実にお支払いすることが、我々の最も重要な使命で

あるとの認識のもと、お客さまから大切な保険料をお預かりして資産運用を行っておりま

す。そのため、当社は責任ある機関投資家としてＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）を含

む中長期的な持続可能性（サステナビリティ）を考慮のうえ、中長期的に安定した有利な

資産運用に取り組んでおります。 

 

この点において、サステナビリティを考慮した建設的な「目的を持った対話」（エンゲー

ジメント）の実践を通じ、投資先企業の企業価値向上や持続的成長を促し、中長期的な投

資収益の拡大を図っていくことは、当社に課された使命や運用戦略に沿うものと考えま

す。 

 

従って、当社は「責任ある機関投資家」の諸原則《日本版スチュワードシップ・コード》

を受入れたうえで、以下のとおり、スチュワードシップ責任を果たす活動（スチュワード

シップ活動）に積極的に取り組みます。 

   

１．スチュワードシップ活動の基本方針 

 当社は、お客さまから大切な保険料をお預かりして資産運用を行う機関投資家で

あり、スチュワードシップ活動（投資先企業との対話および議決権行使）に積極

的に取り組むことで、スチュワードシップ責任を果たしてまいります。 

 投資先企業との対話（対象資産：国内上場株式・国内社債）は、当該企業の財務

情報に加え、サステナビリティを含む非財務情報を考慮のうえ、実施します。具

体的には、経営戦略・財務戦略・株主還元方針のほか、気候変動をはじめとする

環境対策や社会課題への対応、ガバナンス等の状況を幅広く調査・分析したうえ

で取り組みます。 

 投資先企業との対話は、単独での実施に加え、より実効性を高める観点から、協

働エンゲージメントについても積極的に検討・実施します。 

 議決権行使は、投資先企業の経営に影響を与え、企業価値向上に繋げられる重要

な手段であるため、投資先企業の考え方や状況の的確な把握に努めたうえで、持

続的な成長を促す観点から議決権行使を行います。加えて、対話と一体的に実施

することでスチュワードシップ活動の実効性を高めていきます。 



 適切な組織体制・会議体を通じてＰＤＣＡサイクルを回すとともに、人材育成を

図ることで、スチュワードシップ活動のレベルアップを図っていきます。 

 スチュワードシップ活動の考え方や取組み内容、実績等については、当社のホー

ムページ等を通じ、積極的に開示していきます。 

  

２．日本版スチュワードシップ・コード各原則に関する基本的取組み 

スチュワードシップ・コード 原則１ 

機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たすための明確な方針を策定し、これを公

表すべきである。 

 

・当社は、お客さまから大切な保険料をお預かりして資産運用を行っており(※)、前項

「スチュワードシップ活動の基本方針」に沿った活動を行うことで、その責任を果たし

ていきます。 

  (※)特別勘定においては、スチュワードシップ・コードへの対応も参考に助言会社を選

定し、投資助言を受けて運用を行っています。 

・また、スチュワードシップ活動においてサステナビリティを考慮することは、投資先企

業のＳＤＧｓ課題の解決に向けた取組みを促すことにも繋がり、中長期の運用収益拡大

のみならず、持続可能な社会の実現に貢献するものと考えます。なお、当社の資産運用

においてサステナビリティを考慮する方針については、「ＥＳＧ投融資方針」として公

表しております。 

 

スチュワードシップ・コード 原則２ 

機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たす上で管理すべき利益相反について、明

確な方針を策定し、これを公表すべきである。 

   

・当社は、お客さまの利益保護を図るため、保険業法および金融商品取引法に基づき、

「利益相反管理方針」等の諸規定を定めており、利益相反管理に関する法令等およびこ

れらの規定を遵守してスチュワードシップ活動を行っております。 

・議決権行使においては、外部有識者を交えた透明性の高い運営体制を構築しています。

具体的には、コンプライアンス統括部が議決権行使のモニタリングの上で、構成員の過

半を外部有識者が占める「スチュワードシップ活動に関する第三者委員会」が、運用部

門が行う議決権行使のうち、例えば、以下の類型のように利益相反が疑われる企業の議

案について、賛否の妥当性について審議しております。加えて、賛否判断に関し新たな

論点が含まれる議案、社会的に大きな注目を集めている企業の議案等、議決権行使の妥

当性の確認を要すると考えられる議案につきましても審議しております。 

https://www.sumitomolife.co.jp/about/csr/initiatives/realization/investment/index.html#sec03


 

＜「スチュワードシップ活動に関する第三者委員会」でチェックする企業の主な類型＞  

✓ 保険取引の量が多い企業 

✓ 年金の受託が多い企業  

✓ 融資が多い企業  等 

  

スチュワードシップ・コード 原則３ 

機関投資家は、投資先企業の持続的成長に向けてスチュワードシップ責任を適切に果た

すため、当該企業の状況を的確に把握すべきである。 

  

・当社は、スチュワードシップ活動（対話および議決権行使）に際し、企業担当アナリス

トは、担当する運用資産（国内上場株式・国内社債）独自の視点も踏まえつつ、投資先

企業の業績・財務状況、資本政策、利益還元姿勢、サステナビリティへの取組み等の幅

広い視点から投資先企業の状況を調査・分析して臨みます。また、対話の実施後には、

投資先企業と意見交換した内容等を活用することで、より的確な企業分析に努めるとと

もに、投資行動に繋げております。 

  

スチュワードシップ・コード 原則４ 

機関投資家は、投資先企業との建設的な「目的を持った対話」を通じて、投資先企業と

認識の共有を図るとともに、問題の改善に努めるべきである。 

  

・当社は、投資先企業の調査・分析を通じて認識した課題等について、スチュワードシッ

プ活動を通じ、投資先企業との認識の共有を図っております。 

・企業の課題や解決策は規模、成長ステージ等により様々であることから、企業の理念・

沿革を踏まえつつ、機関投資家としての問題意識や要望をお伝えすることで、課題の改

善を働きかけております。また、ＳＤＧｓ課題の解決に向けた各企業独自の取組みにつ

いても、中長期的な企業価値向上に結び付くよう取組みを後押ししております。 

・当社は、企業価値向上や持続的成長等を促す観点から対話先を選定し、課題解決をテー

マとして対話しております。また、対話先については、課題の大きさや、保有額、前回

対話の内容等を踏まえ、実効性の視点を重視して、選定しております。 

・対話を通じても投資先企業の取組みに改善が見られない場合、継続的に対話を実施して

いきますが、状況に応じて議決権行使における反対や株式の売却等も選択肢として検討

いたします。 

・上記エンゲージメントは原則として単独で行いますが、課題等の改善をより強く促す観

点から、他の投資家等との協働エンゲージメントにも取り組んでおり、さらに推進して

いきます。 



・なお、対話に際しては、未公表の重要事実の取得予防に細心の注意を払っていますが、

万が一インサイダー情報を取得した場合には社内規定に則って適切に対応します。 

  

スチュワードシップ・コード 原則５ 

機関投資家は、議決権の行使と行使結果の公表について明確な方針を持つとともに、議

決権行使の方針については、単に形式的な判断基準にとどまるのではなく、投資先企業

の持続的成長に資するものとなるよう工夫すべきである。 

 

・当社は、「議決権行使ガイドライン」を定め、投資先企業との対話内容や課題への取組

み状況等を踏まえた上で、議決権行使の賛否を判断しています。具体的には、投資先企

業の業績・財務状況、資本政策、法令遵守体制、利益還元姿勢、サステナビリティへの

取組み等の観点からガイドラインに従って個別検討が必要な議案を選別し、慎重な判断

を行っております。 

・当社は、議決権行使も投資先企業の持続的な成長等を促す重要な手段であると認識して

おり、議案賛否の個別検討を行う際は、形式的な判断にとどまらず、投資先企業に課題

への対応に関するヒアリングを行い、併せて当社の考え方や問題意識を伝える対話を実

施することで、投資先企業の持続的成長を促しております。 

・議決権の行使結果は、議案の主な種類ごとに行使結果を集計した表、企業毎・議案毎の

行使結果および事例を公表しております。また透明性を高め、当社の考え方をご説明す

るために、議決権行使で反対となった議案の理由のほか、外観的に利益相反が疑われる

議案や議決権行使の方針に照らして説明を要する判断を行った議案等、投資先企業との

建設的な対話に資する観点から重要と判断される議案については賛成の理由を公表して

おります。今後も、開示の充実を進め、透明性の向上に努めます。 

※当社は貸株を行うことがあります。貸株取引が投資先企業の議決権に係る権利確定日を

またぐ場合は、必要に応じて株式の返還を求めます。 

  

スチュワードシップ・コード 原則６ 

機関投資家は、議決権の行使も含め、スチュワードシップ責任をどのように果たしてい

るのかについて、原則として、顧客・受益者に対して定期的に報告を行うべきである。 

 

・当社は、スチュワードシップ活動に関する報告として、当社のスチュワードシップ活動

に関する考え方や投資先企業との対話の事例および議決権行使結果等を、「スチュワー

ドシップ活動報告書」としてホームページへ掲載し、定期的に更新します。 

・また、「議決権行使ガイドライン」や「議決権行使の個別開示」もホームページに掲載

し、定期的に更新しております。当社はこれらの開示を通して、スチュワードシップ活

動や議決権行使の透明性を確保しております。 



 

 スチュワードシップ・コード 原則７ 

機関投資家は、投資先企業の持続的成長に資するよう、投資先企業やその事業環境等に

関する深い理解のほか運用戦略に応じたサステナビリティの考慮に基づき、当該企業と

の対話やスチュワードシップ活動に伴う判断を適切に行うための実力を備えるべきであ

る。 

 

・当社は、投資先企業の財務情報に加え、サステナビリティを含む非財務情報を考慮のう

え、スチュワードシップ活動を適切に実施すべく、社内体制の構築・整備および人材育

成に取り組んでおります。また、当該活動の年度計画の策定および振返りについては、

取締役等への報告や「スチュワードシップ活動に関する第三者委員会」での助言等も踏

まえて適切にＰＤＣＡサイクルを回すことで、スチュワードシップ活動の改善に取り組

んでおります。 

・スチュワードシップ活動の改善に向けて、スチュワードシップ・コード各原則の実施状

況について自己評価を実施しており、その結果は「スチュワードシップ活動報告書」に

て公表しております。 

 

以上 

 


